
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[123,735円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.4]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [9.74人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [25.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [292.3%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

御所市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
＜財政力指数＞
類似団体並みの財政力指数となっているが、人口減少や高齢化に加えて大規模事業所等が少
ないため財政基盤が非常に脆弱である。足腰の強い財政基盤を築くため市税等徴収の強化や
企業誘致を促進している。

＜経常収支比率＞
公債費・扶助費・人件費等の義務的経費が非常に大きく、全体の６３．９％を占めており財政の
硬直化が進んでいる。上述したように、本市は財政基盤が非常に脆弱で、住民の生活に必要不
可欠な社会資本の整備をする際に、地方債に頼らざるを得ない状況であった。現在、将来の負
担を軽減するため地方債の発行抑制、また人件費のさらなる削減に努めているところである。

＜人口１人あたり人件費・物件費等の状況＞
平成１６年度より職員給料の３％カットを実施している。また、勧奨退職制度による退職者の増加
等により、職員数が減少し、人件費の減少に至った。さらに、庁舎の清掃等日常業務を職員で行
うことで物件費を抑制しさらに行革を推進している。

＜ラスパイレス指数＞
平成１６年度より職員給料の３％カットを実施している。

＜将来負担比率＞
先に述べたとおり、地方債に頼らざるを得ない状況であったことに加え、土地開発公社の債務の
残高が嵩んでいる。今後は地方債の発行抑制、遊休資産の売却を進め、将来の負担を軽減さ
せる。

＜実質公債費比率＞
過去に実施した、公営住宅・ごみ処理施設・教育施設等のインフラ整備において発行した地方債
の償還が嵩んでいること、銀行等の貸し渋りにより土地開発公社の資金調達が困難になったこ
とから利子等の補給を開始したこと、下水道事業特別会計への繰出金が嵩んでいること、などの
要因が重なり、地方債の発行抑制に努めているにもかかわらず、依然として２０％台を維持する
見込みである。

＜人口千人あたり職員数＞
勧奨退職制度の充実により職員数が減少した。平成２５年度に達成予定であった定員適正化計
画の定員数を平成２０年度に達成したため、昨年より１．４６ポイント減少した。


